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政治過程と政策過程
―教育政策論への序章―

熊　　谷　　忠　　泰

1．はじめに一本稿の意図

　一般的に，政策は人間活動の合理化を目指すものであり，より抽象的に，行為の知能的

合理化機能現象であるといわれるi）。しかし，政策の概念は常に政治とからあて用いられ

るものであるから，この側面からみて，政策を権力意図の実践プログラムとして捉えるの

も由なしとしないであろう。

　ところで，教育はすぐれて社会的現象であるが，とくに近代における教育が「公教育」

の形態をとるようになって以来，いやおうなしに政策との関わりを強く意識させるように

なった。今日，教育政策が鋭く注目される所以である。

　筆者は前稿において，教育政策を単に形式的な教育実践プログラムとのみに限定せず，

むしろ教育の理念や価値がもっとも具体的な相をとって現実と触れ合い，逆に現実を期待

する次元にまで高揚させていく方向や過程，さらに具体的訴追までも内包する包括的概念

であるとし，従って教育政策のなかには，教育のあらゆる重要因子が含まれているもので

あるから，その構造と機能一過程分析を通して現実即応の教育の実相を窺知し得ると述べ

た2）。本稿は，この課題を承けて，教育政策過程を考察するための一つの習作的な試みと

して書かれたものである。

2．政治と政策過程

　一般に，人間とは欲望の主体であるといわれるが，現実には，その欲望は具体的な対象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に向って関心を示し，またその獲得を期待して，そのための努力を続けている。この関心

一期待一実現の欲求サイクルは，主体の価値観を露呈するとともに，客観的には政策イメ

ージを投影する。こうして，主体の関心を媒介として構成される環境を状況という3）。

　普通，複数の主体によって構成される社会における状況は，価値観も政策イメージもと

もに相互に錯綜し合って複雑な集団状況＝人間関係を生み出してくる。状況がこの段階に

まで広がってくると，そこには当然，自らそれらの間の調整機能が作動してくる。こうし

て，それぞれの価値実現につき一般的に通用力のある行動様式としての「慣習」が生み出
　　　　　　　　　　　　　つ　　　　　　　り　　　　

されてくる4）。この慣習の成立において，主体はすでに広義の「政治的状況」にある，つ

まり「主体が共通の争点（現状において価値実現が実際に可能であるか否かに関して）を

持ちうることにより，主体は政治的状況に入る」5）のである。

　しかしながら，この政治的状況の性格は，C・シュミットが「友・敵」関係を以って説

明しているように6），たとえ主体間に慣習という調整機能を創成したとしても，その活用

ないしは解釈如何によっては，もはやそれに対してその本来の機能を果させ得るようには

なっていないのである。そこで，改めて慣習とは別の意味での調整が問題化してくるのは
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必至である。こうして，いわゆる「政治は，慣習の限界において成立する」7）のである。

「政治は価値体系の共有をまってではなく，その共有において機能していると考えること

ができる。そして，この場合の政治は，まず力としてあるであろう。」8）ここに，「まっ

て」ではなく「おいて」であるということのなかに，政治の存在根拠の原質をみることが

できる。それ故に，「政治は，まず力としてある」といわざるを得ないし，いうべきであ

るのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　

　さて，このような力としての政治の存在は，何よりもまず社会の価値配分＝欲求充足＝

経済的構造に原因をもつ。生産力が低く剰余生産物の乏しかった原始社会にあっては，集

団成員の利害は基本的には相対的に一致していたであろうから，仮りに集団秩序維持のた

めの公的機関が存在していたとしても，それは成員全体の承認に基づき，全体によって統

御されるという形式をとっていたであろう。しかし，漸次，社会的分業の発生による生産

力の増大とそれに伴う剰余生産物の造出の結果，価値の配分に基づく私有財産制度が現わ

れ，収奪者と被収奪者が二分してくるに及んで階級的敵対関係が明瞭となり，その関係が
　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　り　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

ー層尖鋭化するのに応じて関係調整技術としての政治の役割が鮮明化してくる。それも，

当初は単に価値配分技術としての「カとしての政治」であったものが，次第に単なる力か

ら力に非ざる力へと脱皮し，洗練されていく過程で「社会的技術としての政治」へと変貌

してきたのである。

　現実の政治とは，このような原初的構造が一そう精密化されて，元来露わな欲望が価値

的なものへとイメージ・アップされ，それを実現するための対策化が行われ，そしてその

実現のための技巧・技術が考案され，さらにその実現保障のための力＝権力および権力機

構の造出，その正当性承認のための説得の手段と技術の組織化が実現されたとき，そのよ

うな全体的なシステムを総称するものである。

　社会の調整化機能としての政治にとって何よりも重要な因子は，既述のように，「力」
　　　　　　　　　　
であり，「権力」である。もしその保障がなければ政治は無意味だといってよいであろ

う。そこで，政治が遂行される現実舞台としての国家は，「物理的強制力」を行使してで

も自らの権力を権力たらしあようとする。それ故に，M・ウェーバーも政治を定義して，

「いかなる集団であれ，その集団の内部で権力の分け前に与ろうとする努力であり，或は

権i力の分配を左右しようとする努力である」9）と述べたものである。

　さて，一般に，権力には実体概念的と関係概念的な二つの見方があるが，今日では「影

響力」こそがその本質であるという観点から，後者が支持されているようである。如何に

カや財産ないし地位があっても，現実に調整能力＝影響力がなければ権力は無意味である

という理由からである10）。そこで，一般に，権力には，その保障のための「強制」とい

う物理的契機と，権力自体の「正当性」という心理的契機とがあって，この契機の組み

合わせによって，権力は，正当的非強制権力（権威），正当的強制権力（合法性），非正

当二丁強制権力（操作）及び非正当的強制権力（物理的，強圧的力）に大別される。しか

し，権力が効果的に影響力を永続させるには，上記の四種の権力のうち，前二者のもつ性

格，つまり「正当性」が最も重要である。というのは，権力における正当性は，単なる合

法性よりもはるかに広い観念であって，合理性，正統性，合法性などを包括するものであ

るからである11）。

　正当性は，権力が社会的に承認され，人びとから自発的な服従を引き出すことができる
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ような倫理的価値規準をみたすものであって，まさに権力の妥当根拠である。M・ウェー

バーも分類したように，それは，歴史的にカリスマ的，伝統的，そして合法的正当性に区

分することができるが12），現代国家権力は，最後の合法的正当性を保持すべく，或は少

くとも保持しているように擬制するためにあらゆる政治的資源を動員し，自己維持に狂奔
　　　　　　　　　　　　　　　ロ

する。政策とは，まさに権力によってこの正当性を誇示・承認させるためにあらゆる政治

的資源が総合されたシチュエイションに露呈された権力イメージにほかならない。

　巨大な大衆社会の成立を背景に著しい変貌を遂げた複雑な今日の政治は，制度や機構な

らびに理念の静態的な分析に止まらず，政治を生きた現実の相において捉える動態的思考

を必要としている。これに対応して登場した観念が政治過程という考え方である13）。政

治過程は，一定の価値（政治的資源）を投入することによってどれだけの価値の配分にあ

ずかることができるかという価値投入・産出のモデルでもある。しかし，同時に政治的資

源をいかに効果的に用いるか一この政治的技量のうちには物を生産する能力，人を組織す

る能力，情報・シンボルなどを操作する能力や軍事的能力その他がある一ということでも

ある。こうして政治的資源は政治的技量と結び合って政治的影響力を形成するが14），こ

の政治的影響力の大小が現実社会的に正当性の妥当性如何を決定し，ひいて権力の強弱を

結果する。こうして，政治過程はまた政策過程，つまり政策循環過程と考えることができ

る15）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　の　　　　　　　　

　政策は形成され，適用され，評価されてやがてまた次の政策形成へと連なっていく。そ

れは，複雑な目的一手段の連鎖として現われるが，同時に権力循環過程とみることもでき

る。政治一権カー政策は一体的に過程として循環しているものであって，とうてい分割し

て考えることはできない。これが，今日の政治状況である。「政治は…価値自体を引照規

準として，当然具体的な政策が中心となる」16）。また「政治過程は政策の形成と実施の

不断の過程である」17）。　従って，「政治の特徴は，権力或はこれと関係する政策決定

過程に求める考え方が一般的である」ユ8）といわれる。これらの引用から，権カー政治学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
程一政策過程の渾然一体としたイメージを得ることは容易であろう。こうして，政治のシ

ステムは，権力を軸とし，一定の社会に適用される政策（価値実現を目指す調整手段）を

決定し，これを実行する諸活動の統体として構成される。重ねていうが，ここで政策と

は，既述の個人的欲求を原質とした社会的に有用な価値の配分機構の総体を指すものであ

るが，この価値配分が「正当性」をもつ強制または制裁の下に行れるところに政治と権力

との不可分性と政策の本質が見出されるのである。

　3．政策過程の分析

　政治は，その形式面からみれば政策決定・実施の過程であり，この意味で権力過程でも

あるが，実質面からすれば価値配分過程である。それは影響力の手段としての政治的資源

を活用しながら社会的利害を調整する作用である。しかしながら，これらの諸過程が円滑

に機能するためには，それらのスクリーンとしての政治的文化と，プロセスとしての変換

過程の二つを見逃すことはできない。

　　（1）政策過程の背景と変換機構

　政治的文化は，政治システムの環境を構成し，背景として極めて重要な役割を果すもの

であるが，それは端的に，諸文化のうち，特に政治に関係の深い文化，つまり特定社会や
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集団にあって，その政治行動や政治過程に影響を及ぼす一定の思考，感じ方，行動様式等

の総体であるということができる。集団や個人の多様な利害関係のなかから生じる政治的

要求や支持は，この政治的文化というスクリーンにかけられたうえで政治過程に登場す

る。どのような要求が，どのような形で，どの程度政治過程に登場するかは，すべてこの

スクリーン装置の機能いかんにかかっている。同様に政策や権威が政治機構から社会に下

降する過程でも，政治的文化はそれらを集団や個人の具体的な受け取り方，感じ方，反応

の仕方へとスクリーンする役割を果すのである19）。それ故に，権力は，政治的文化を意

図的に構成し，強化するために政治的社会化（個人のなかに政治的文化を内在化する過

程）を行い，この個人の社会化を通して大衆の権力への適応状況を作るとともに，翻って

より好ましくかつ強力な政治的文化を再構成しようとする20）。教育，なかんづく社会教

育が強調されるのも決して故なしとしない。

　つぎに，プロセスとしての変換過程というのは，いうまでもなく政治過程における入カ

ー出力の変換をさす。政治的文化のスクリーンを通って政治舞台に浮上してくる入力も，

そのままで直ちに出力になるわけではなく，一定の処理加工を加えて出力に変換させる過

程が不可欠である。政治過程のダイナミックな循環構造は，この過程がなければ成立しな

い。従って，この過程こそ，全体としての政治過程の中心的部分であるといっても過言で

はない。政治のシステムが利用し得るすべての資源・手段と政治的技量が総動員されて，

入力の出力への変換が試みられる。政治システムの内部には，こうした変換の役割を担う

メカニズム＝政策決定機構がはめこまれている。この機構の構造が異なれば，政治過程の

あり方も異なってくるが，同時にそれは政治的文化と深くかかわっている。政治過程が社

会における何らか一つの過程（例えば経済過程）の単なる反映には終わらず，そのそれぞ

れがユニークな存在として現われてくるのは，こうした事情によるのである21）。

　ところで，また観点を代えて政策過程を検討すると，全体としての政策化の流れのなか

に形成と決定の二つの部分があることがわかる。無論，この両者は，形式的，制度的な一

応の区分であって，政治過程としては一体的に連続しており，とりわけ，社会的勢力の相

互作用，政策を必要とする問題状況，ことにこれらを促進する諸要因については一体的で

あるが，ただ，政策決定のダイナミックスが政策形成のダイナミックスを前提として展開

するということはできるであろう32）。

　　（2）政策の形成と決定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　政策形成過程は，例えばイーストン（D，Easton　1917～）の政治体系分析論に見られ

るように，政治システムの生活諸過程として捉えることができる。

　イーストンの問題設定は，以下述べる若干の前提に立って，「政治体系が安定と変動の

世界でいかにして首尾よく存続するか」23），つまり現存する権力が如何なる条件の下で

持続し得るかに解答を与えるものである。こうした問題設定の前提とは，第一に，行動シ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ステムは社会における政治的な相互作用によって構成されること，第二に，政治システム

は物理的，生物的，社会的，心理的な諸環境によって囲続されていること，第三に，環境

の確認が必要であるのは，政治生活が開放体系を形成しているからであるということ，第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
四に，システムは心乱に反応し，そのことによって現に置かれている諸条件に適応する能

力をもっていなければならないということなどであるが，要するに政治システムは，自己
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を囲嘱して作動する諸条件に対して反応する「途方もなく可変的な能力」だということで

ある24）。従って，政治システムは，社会への価値の権威的・拘束的配分に際して経るとこ

ろの社会的相互作用であり，諸変数間の相互関係の程度にかかわらず，諸変数のあるセッ

トであるというのである25）。

　イーストンにあっては，変数とは人間間の相互作用または関係をいうのであるから，政

治または政策形成は，多くの人々の活動の横断面を研究することを意味する。しかも，そ

の活動は，価値が社会のために権i心的に配分される過程に集まっている。価値の権威的配

分とは，社会目標の達成に向っての資源と行為の拘束力ある関わり合いを意味する。そこ

で，人間は，この過程に参加しているか否かによって政治システムの中に入るか，または

それから外れるのである。このようにしてイーストンは，個人よりもシステムを，しかも
　　　　　　　　　　　　の　　　　

そこでの相互作用を研究の中心に据えるのである。換言すれば，「ある種の入力が，いわ

ゆる権威的な政策，決定，実施行為というタイプの出力に変換される一組の複雑な諸過程

として政治生活を解釈する」26）ことこそ，その中心課題であるというのである。

　上記のように，イーストンは，政治的行為を社会への価値の権威的配分を拘束的に行な

う一つのシステムとして抽出し，この政治システムが根差す環境を重視し，政治システム

はその影響を受けるとともに逆にそれに働きかけながら独自な適応能力をもつものと考え

た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　彼によれば，環境には社会内的と社会外的の二種類のものがあるが，前者は政治システ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　つ

ムと同一社会内にある他の非政治的な諸システム（経済，文化，社会構造，パーソナリテ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リ　　　　　　　　　　　　　　　　
イのような一組の行動，態度，観念等）であり，後者は特定社会の外部にあるあらゆるシ

ステム（国際社会，国際文化システム等）を指す。こうした諸システムは，相まって政治

システムの環境総体を構成し，政治システムに対する可能な圧力にとって重要性をもつ影
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
響の源泉となる。ところで，二二とは，あるシステムの環境総体からそのシステムに作用

し，それによってシステムを変化させるような影響を示す概念であるが，あらゆる撹乱が

システムに圧力を加えるとは限らない。中にはむしろ好都合のものもあるし，中立的なも

のもある。しかし，多くの麗乱は圧力に寄与する。そこで政治システムが安定して存続し

得るためには，この撹乱に正しく対応し，効果的に諸価値の配分と，しかもそれを拘束力

あるものとして社会成員に受容させなければならない。すなわち，社会への価値配分とそ

れに対する服従の相対的頻度とが政治システムの必須変数を形成し，この変数如何によっ

てあるシステムに作用する撹乱が圧力を惹起する脅威になるかいなかが決定される。いわ

ば，この必須変数がその臨界範囲を越える危険があるとき，撹乱が圧力に移行する。それ

は，環境のなかで何かが起っていることを意味する。例えば，深刻かつ慢性的な経済危

機，暗々裏に潜行する思想変革，勃発前のクーデター計画の進行などがシステム内で広範

な分裂や離反を惹起している場合がそれである。その結果，権威が一貫した価値配分の決

定をなし得なくなっているか，または決定がもはや拘束力をもつものとして受容されない

かのいずれかになり，こうした状況下では，社会（同時に政治システム，もっと具体的に

は権力）は，その致命的に重要な機能の一つを遂行する能力を欠如するがゆえに，崩壊す

るのである27）。

　しかしながら，一たび必須変数が臨界範囲を越えれば政治システムは直ちに崩壊するの

か，といえば必ずしもそうではない。必須変数は転置され，ある通常の作動範囲内にとど
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まっている可能性が残存するからである。つまり，それらは圧力の下にあるかも知れない

が，その圧力は臨界点を越えて必須変数を転置させるほどには至っていないこともあり得

るからである。このようにして，「あらゆるシステムは，その必須変数にたいして加わる

圧力に対処する能力をもっている」28）。さきに「途方もなく可変的な能力」といったのは，

この故である。では，この「能力」は，どのような機構から生じてくるのであろうか。

　イーストンは，それを「圧力に反応する能力」として，圧力と政治システムとの通信ない

しそれから生じる連係変数，または「入力」一「出力」間の交換，浸透作用として説明す

る。交換は，政治システムと環境総体における他の諸システムとの間の相互関連性を示す

概念であり，浸透作用とは，両システム間における一方的な影響の流れ（それには，順，

逆の二種類の流れがある）を意味する。彼はいう，「私はある体系の境界を越えて他の体

系に通信される影響を，前者の体系の出力と呼び，したがって，それと対称的に後者の体

系の入力と呼ぶ。それゆえ，体系間の浸透作用もしくは交換は，入カー出力関係の形をと

る体系間の連係であると考える」29）と。

「入力」　（in－put）は，政治システムの存続に関係のある環境内の極めて多様な事象や条

件の影響を濃縮的に把握する要約変数であるから，政治システムを何らかの方式で変革

し，修正するか，またはそれに影響を及ぼすシステム外の事象を含むものである。しかし

ながら，その多様な影響も理論的に総括すれば，二つの主要な入力に集約される。要求と

支持である。環境内のあらゆる多様な活動は，この二つの入力を通して伝達され，表現さ

れ，要約されて政治システムに影響を及ぼすのである30）。「要求」は，特殊な主題に関

する権威的配分がその責任者によってなさるべきであり，またはなさるべきでないという

意見の表現である。もし要求が満たされなかったら，そのシステムへの支持は減退する。

要求は，あまり多くても，また現に処理されつつある他の要求と対立しても満たされない

ので，そうした場合には，当然その要求の内容，要求される方法に制限を加えるべき文化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

的規範が創造・発展されるであろう。政治システムが持続する第一の理由は，こうした文

化的規範が環境からの要求の流れを制御することによって，起るべき緊迫を制限するとい

うことである31）。つぎに，「支持」は，要求を表出する側のものが他のもの（人物，集

団，目標，観念または制度など）に好意的態度を示すとき，または他のものに代って行動

するときに存在する。そして，支持は，多くの場合，基本的政治客体（政治的コミュニテ

ィー政党，体制一政府の形態，および権威者）に向けて表出される。支持には，要求実現

の代償として与えられる特殊的支持と，要求実現とは無関係に，政治客体への一般的執着

から生じる拡散的支持とがあるが，後者は，客体における人事及び諸規制の公正，その正

統性の信念，個人的欲望を越える共通利益の存在への信仰などによって支えられている。

支持は，不断の危機の圧力の下においてさえ，政治システムが何故持続するかの疑問に答

える第二の理由であるが，特に，文化的規範および政治客体への拡散的支持は，人びとの

要求が満たされない時ですら政治システムへの反抗を抑制するものである32）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　

　　「出力」　（out－put）は，要求への応答またはそれを抑圧する努力としての権威の決定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

および行為である。この概念のなかに，政治システムが変化を通じて持続する第三の理由

が含まれる。人びとの要求が満たされ，または効果的に抑圧されたとき，もしくは要求が

満たされたこと，または達成されないことを信ずるとき，政治システムへの特殊的支持ま

たは黙認が生ずる33）。こうして，出力は，支持を再生産するための刺戟となるだけでな
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く，更にそれによって政治システムへの流路を見出す入力の後続各ラウンドを決定するの

にも役立つのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　

　すなわち，出カー入力間にはフィードバック・ループ（自動調整回路）が存在し，これ

を通じてシステムは将来の行動を調節しようと試みることによって，生起したものを利用

することができる。フィードバック・ループは，権力による出力の生産，これらの出力に

対する社会成員の反応，この反応に関する情報の権i力への伝達，それに続いて権力が執る

可能な行為一この一連のものから構成されている。これによって新しいラウンドにおける

出力，反応，情報フィードバック，権力による反作用が始動し，諸活動の無限の連鎖が形

成されるのである34）。それ故に，権i力は，価値の権威的配分のために，環境における支

持の状態と，その出力の結果についての情報を得なければならない。フィードバックの一

般的機能は，この情報を供給することである。この情報によって，権力は，ある最低レヴ

ェルで支持を維持するのに必要と考える行動であるならば，どのような行動でも執ること

ができる。逆に，情報の流れを遅らせ，歪め，または途絶えさせるならば，権力がシステ

ムの存続を保障するのに十分なほど高いレヴェルで支持を維持する行動を執ろうとして

も，その能力を損うのである。こうして，イーストンにとっては，フィードバックは政治

システムの理解にとって極めて本質的な概念である。「変換過程の出力が特徴的に体系に

フィードバックし，それによって体系の次の行動を形づくることを……銘記することが重

要である。この特徴こそ，体系が建設的な行為をする能力と相まって，可能な圧力に適応

ないし対処しようとする体系の試みを可能にするのである。」35）

　以上のように，イーストンの政治システムの体系分析は，システムがその必須変数をそ

の臨界範囲を越えて押出す脅威となりうる環境からの影響の下におかれているという考え

方に立脚し，さらに自らが存続するためにはその圧力を緩和する対策をもって反応し得な

ければならないということを示すものである。権力の行為は，この点で特に重大なのであ

る。

　権力の行為が問題とされる段階にきて，所論は自ら政策決定過程に入ることになる。そ

の過程は，ごく大雑把にいって，入力によって促された問題状況に対応する最適な解決策

の探求として展開するが，その考察は，通常，過程の機能的段階づけとして特徴づけられ

る。しかし一方では，前記イーストンに代表されるように，この問題に関してはほとんど

関心を示していないというよりは，むしろ否定的ですらあるものもある。すなわち，「大

部分の研究は，決定が作成され，実施されるあの錯綜した付随的な諸過程をくまなく探求

することにかかずらわっている。それゆえ，さまざまな種類の政策ないし決定が形成さ

れ，実施されるのに勢力がいかに使われるのかに関心をもつ。……だが政治理論が直面して

いる緊要な課題は，政治体系が作成する諸決定に貢献する諸要因を理解するための，すな

わち政治的配分に関する理論を定式化するための概念装置を開発することだけではない。

必要なのは，どのような種類の体系でも，それがいかに首尾よくそのような決定をしつづ

けるのに十分なほど長く存続するのか，また体系がいつ受けるかもしれない圧力に対して

どう対処するのかを発見することである」36）といっている。しかしながら，政策過程の

流れのなかに，形成過程と決定過程が内包される以上，前者とともに後者の考察を避けて

通るわけにはいかないであろう。また，それだけの理由だけではなく，イーストンの所論

で触れられていない部分を補なうことは必要でもあろう。そうでなければ，政策自体の究
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明について，欠けるところが生じるであろうからである。ところで，この問題について

も，論者によって必ずしも観点，所論は一定していない。例えば，ラスウエル（H．D．

Lasswe111902～）によれば，次のような段階が示されている。

　①情報（情報，予測，計画）

　②勧告（政策代替案の形成）

　③指図（一般的規則の定立）

　④発動（指図による行為の暫定的特徴づけ）

　⑤適用（指図による行為の最終的特徴づけ）

　⑥評価（政策の成否の評価）

　⑦終了（指図の終了一再生，修正などを含む）37）

　また，熊谷一乗氏は，文字通り問題解決のプロセスに擬してこれを次のように示してい

る。

　①　問題状況の認識，問題の規定

　②情報の収集と分析

　③　目標の設定

　④それに対応する諸手段の考察と開発

　⑤　諸手段の評価

　⑥既存の政策体系・法規範との関連の検討と調整

　⑦　選択・決定38）

　これらは，政策決定過程を一つの流れとして捉え，それを機能的な段階ないし局面から

みたものであるが，さらに観点を代えて，政策決定が行われる状況，そこでの参加者，決

定のための組織機能，用いられる処理方法（プロセス），出てくる結果，といった政策決

定の変数に着目して分析することも可能である。この場合も，全体としての政策決定は一

つの流れとして捉えることができようが，それだけに止まらず，「変数」の相互対応一そ

の場合，処理方法（プロセス）が特に重要な役割を果たす一によって，幾つかの異なった

型を見出すこともできる。例えば，H・A・サイモン（Herbert　A，Simon　l916～）ら

によれば，決定作成の処理方法には，

　①　問題解決

　②　説得

　③　交渉

　④　政治的処理

の四つがあり，現実の決定作成過程においては，これらの幾つかが組み合わされて用いら

れるとされている39）。

　さて，以上は，政策決定過程を「一つの流れ」として，機能的または処理方法の面から

見てきたものであるが，直訴に決定の諸要因ないしは入カー出力の変換器そのものに着目

すればどういうことになるであろうか。

　熊谷一乗氏は，政策決定過程は，一定の権力状況のなかで関連する諸要因，すなわ
ち，

　①政策決定に関与する勢力

　②　政策決定の内容
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　③　政策決定を促す状況

　④　政策決定の機構，規範

が相互に作用しあうダイナミックなプロセスであるから，そのダイナミックスを問題にす

るとき，特に①の勢力要因を中心にして他の諸要因を検討することが重要であるとし，①

の勢力を，正当に政策決定の場に参加する権限と責任をもつ正勢力と，政策決定を促進し

または阻止する副勢力（官僚，圧力団体，世論，マスコミ，国民など）に分け，政策決定

過程においては正勢力の政治的力量が殊に重要な意味をもつが，それは，人数，団結度，

宣伝力，大衆組織力，政策形成能力，資金などによって測ることができ，その力量と副勢

力との関連と，更には政策決定の内容としての価値観，イデオロギー，利害などの相違に

よって生じる順勢力（政策決定を促進しょうとする勢力）と抗勢力（それを阻止しようと

する勢力）との抗争という二重の力関係によって決着がつけられるとする。そして，「一

般に，政策決定の過程は正勢力相互間の力関係を主軸にして以上にみた諸要因の力が合成

され，決定という収束にむかうプロセスである」40）と総括している。

　また，アーモンド（G．A．　Almond，ユ911～）は，政治システムそのものが種々の政治

的機能の組み合わせから成立するとし，その場合，入力機能として四つ，出力機能として

三つのものを分類した。しかしながら，彼のいう入力，出力の用語は，先のイーストンの

場合とは異なり，政治システムの中に投入される「入力」を処理し，これをシステム外に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

放出される「出力」に変換させるために政治システム内で行われる諸機能を意味するもの

であることに十分注意しなければならない。つまり，彼は，イーストンの用法よりも狭

く，政治システムを一種の変換器として理解しているのである41）。彼の七つの政治的機

能を挙げると次のようになる。まず，入力の四機能に関しては，

　①政治的社会化と政治的専門家補充機能

　　（イ｝前者は，ある政治システムが存続していくために，その社会成員に対して同一政

　　　治態度を再生産する機能である。つまり政治的文化の学習過程を担う機能である。

　　回　後者は，前者の完了したところがらはじまる。すなわち，一般の人びとのうち，

　　　特に専門の政治的仕事や役割を果す人物を不断に養成・補給する機能であって，前

　　　者を発展させる条件となる。

　②　利益表出機能

　　　この機能は，政治システムが環境と接するその境界線で営まれるものであるから，

　　入力機能のうち最も重要なものである。機能的には，要求さるべき価値（利益）が明

　　確に表出される働きであるが，具体的にこの機能を担うものは，圧力団体をはじめ，

　　官僚，地域的・宗教的・階級的グループ，さらには突発的，流動的なデモ，暴動など

　　の無定形グループによって行われることもある。

　③利益集約化機能

　　　これは，表出された利益がいかに集約され，総括されるかということであるが，こ

　　の集約化は，具体的には諸利益を考慮に入れた一般的な政策樹立であるとか，または

　　そうした政策を支持する人を選出するという形で現わされる。この機能を担う最も重

　　要な機構は政党であるが，ときには特定団体や労働組合，或は官僚によってなされる

　　こともある。

　④政治的コミュニケーション機能
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　　　政治的内容をもつ情報が，どのように，そしてどの範囲に，どれだけ伝達されるか

　　ということは，政治システムの性格を決定する重要な因子である。従って，政治シス

　　テムのなかのあらゆる機能は，コミュニケーションを媒介として行われる。特に現代

　　社会ではマス・コミと呼ばれる大量伝達の方法が発達しているので，この機能を担当

　　する機構は独立の重要な地位を占めている42）。

としているが，他方の出力機能の分類はより単純である。それは，近代国家で政府機関に

よってなされる立法，行政，司法に対応するところの

　⑤規則作成機能

　⑥　規則適用機能

　⑦　規則判定機能

が挙げられているに止まる43）。

　以上，要するに，その過程分析はどのようなものであれ，政策決定は，価値志向と利益

志向に基づくベクトルをそなえた参加者が一定のコミュニケーション空間と制御規範のも

とで特定の提案に対して法的正当性または公的権威を賦与するかどうかをめぐって相制し

合う過程である。そこでは，対立，葛藤，調整，妥協といった緊張をはらんだ状況がダイ

ナミックに展開する44）。ただ，この過程を機能的段階として捉えるか，変数要因の相制

関係に着目して考察するか，或はまた変換器自体の内部機能分析として処理するかによっ

て種々の見解が生じてくるのである。

　　（3）政策過程勇析に関するまとめ

　スクリーンとしての政治的文化とプロセスとしての変換過程に対応的に政策形成過程と

政策決定過程を考察すると，この二つのペアーは，ある程度相応的であるとみてよいであ

ろう。しかし，厳密には前者は静態的表現であり，後者は動態的観点からの把握であると

いう差異がある。従って，政策形成過程そのものが政治過程であり，政治的文化はそのな

かに包摂的に考察されるし，他方，政策決定過程は変換過程の実体的ないし実質的機能を

意味するものというべきであろう。さらに，現実制度的にみれば，政策形成は，出力に結

果する政治実践行動としての行政官庁の機能またはそうした行動への反応に対処する政党

政策審議部門の応答行為の一連の過程のなかで遂行され，政策決定は立法府または行政府

における意思決定機能として，また極端な場合には権力者個人の意思決定としてなされる

であろう。

　しかしながら，実践システムとしての制度的機構の底辺に存在する政治システムが，権

威または権力を中軸とし，一定社会に適用される政策をどのようなプロセスまたはいかよ

うな形態でか決定し，そしてこれを実行する諸活動の統体であり，しかも具体的政治活動

を統御・規制する政策の本質が，正当性をもつ強制力行使と拘束的服従を期すところにあ

るとするならば，政策形成と決定とは，単に個々の人為的機構でなされ得るほどのもので

ないことは明白である。つまり，行政形成および決定の以前に，すでにそれらを必要とす

る状況，ムードといったようなものが伏在し，従って逆に後者に基づいて前者が結果する

とみるべきであろう。政策形成と決定とは，あくまでも特定状況下における刺激と変化に

対応する一連の政治的反応の過程そのものであり，ときに現われる状況反応結節を境界と

して異質の局面ないしは機能が隣…り合わせに露呈し，その全結節を含む一連の流れを形成
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・決定システムとして捉えるのである。ただしこの「流れとしてのシステム」機能は，決

して無限のものではない。それは一個の有意味的統体であり，そしてその統体は，さらに

重層的構造をもつものであって，この重層性が部分と全体との有機的・相関的累積を顕示

するのである。政策形成と決定の過程は，このような有機的重層構造のイメージのなかで

捉えられなくてはならない。

　ところで，結節は一体何が動因となって生じるのかという問題であるが，それは，いう

までもなく権威または権力の状況反応としての判断および決断によるものであろう。判断

（知的機能）と決断（意志機能）は，恐らくは変化への刺戟に促された政治システムのA

状況からB状況への転換を可能にし，その動因を形成するものであろうからである。この

ことを最も具体的に示すものが制度的政策決定のダイナミックスである。それは，特定状

況下における適切・妥当な政治的判断と決断によってのみ，そこでの諸要因の対立，：葛

藤，軋礫，混乱，そして事態の停止状況という危機的な事態において，入カー出カーフィ

ードバックという一つの流れのなかで先取的な結果期待（権力の自己維持期待）を可能な

らしめるものであろうからである。

　4．総括的展望一教育政策論への関わり

　従来，政策に関する一般的理解は，その殆んどが成文プログラムのイメージの範囲に止

まっていたようである。しかし以上に述べたように，政策とは，本来もっと基本的なも

の，そして広範囲な概念であって，実は政治過程それ自体であり，もっと具体的には入カ

ー出カーフィードバックという有機的・有意味的な環流機能現象なのである。しかも，こ

の流れは，無色透明なものではなく，特定権力を中軸とし，その権力が存続する限りは或

る傾向性（それは結節形成の誘因となる政治的判断・決断において明示される）をもって

有意味的に機能する過程である。従って，例えば，その流れのなかで偶々新規な策定が客

観化されたとしても，その意味は変わらない。

　すなわち，政治の本質が価値の権威的・拘束的配分にあり，この意味で配分（政策はこ

れと深く関わる）と権力とが緊密に関連する以上，政策は基本的には権i力の自己維持機能

として，権力意思の発動としてあるであろう。従って，特定権力の企図する政策AとB，

C……とは，それぞれが同一分野に属するものであれ，また異分野にまたがるものであ

れ，政策としては特定権力意思の発動として，相互に決して矛盾・対立するものではな

い。権力システムは，自己維持を可能とするためには，何よりもまず自らを，その囲話す

る政治環境に適応させなければならないが，同時に，ときにはその環境を自らのたあに改

変する積極的努力をも企図しなくてはならない。政策は，権力と環境との間のまさにこの

適応と改変の二重機能を果すものである。それ故に，権力は，政策をこの何れかの機能を

果すものとして性格づけるものである。同一政権下において，一見，あい矛盾するかのご

とき印象を与える政策といえども，それはあくまでも表面的な「印象」に止まるものであ

って，決して「事実」ではない。権力の「質」は，権力が存続する限り不変であるからで

ある。

　それでは，権力の「質」はどのよう、にして明らかになるであろうか。それは，権力意思

が政策のなかに現われる以上，政策過程を構成する諸結節ともいうべき各要素の動因，

方向，機能，役割などを検討し，その本質を明らかにする以外にはないであろう。例え
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ば，

　①　入力の質（動因，欲求），それを構成し，変化させる力，その機能および役割の分

　　析。

　②　入力が出力に転換する諸過程の分析。例えばアーモンドの入力の四機能の分析，そ

　　れと出力三機能との関係の分析。

　③出力の質，その方向性，機能などの分析。

　④出カー入力問のフィードバック機能の解明。

　⑤政治システム自体を存続し，変化させる諸条件の分析。

などを注意深く検討することによって，それぞれの過程の背後にある要因を正確に把握

し，そのメカニズムのうえで成文化政策を解釈していくことが必要であろう。

　政策一般から教育政策自体に眼を転ずるとき，イーストンの政治システムにおける入力

機能の二要素の検討は十分になされる価値があるであろう。とりわけ要求抑制機能として

の文化的規範の検討，および拡散的支持の育成・喚起に関する研究，さらにその両者の相

関関係の挙示などは，教育政策の本質の深層に可成りの程度まで迫り得る重要な要因とな

り得ると考える。また，政治システムを高恩し，その背景とも，環境ともなっている「政

治的文化」のもつ教育的課題性も決して看過し得るものではないであろう。こうした政治

的文化との関連で，アーモンドの政治的社会化および政治的専門家養成・補充機能も，教

育政策の検討に際しては重要である。

　教育政策は，それ自体政策一般と無関係に独立して存在するものではない。教育作用が

人間，特に一国の未来を負荷する青少年の精神的一心理的，知能的，感情的，またその能

力ないし技巧的側面の育成に深く関わるものである以上，むしろ全体としての政策一般の

なかで，それらを支えるもの，またはそれらより基本的なものとして権力によって意図的

に支持されるであろう。

　一国の政策には，その目的の所在や構想の大小に拘わらず，必ずや当該国家の未来像が

先取されているはずである。それは，いかなる種類のものであれ，政策といわれるほどの

ものである限り，例外ではない。特に教育政策には，国家・社会の全体的未来像と，それ

に引照した教育理念，それから論理的に導出された具体的な教育制度，そして理念実現の

ための教育内容の基準などが包摂されているはずである。しかも，政策の具体相は以上に

止まらず，さらに実際的な教育内容，その内容を主体化するための最適・有効的な教育方

法の指示，そしてその指示の徹底を図るために執るべき教育現場の運営や管理の体制規制

の規準などが包括的に含まれる。宗像誠也氏が教育政策を「権力に支持された教育理念

（目的と手段を含む）の総体である」45）と定義した所以である。

　しかし，現実に，教育の最も具体的な個々の場面にあっては，一般の関心は，「どのよ

うな状況（学校制度・組織・運営・管理）」のなかで，「何を（教育内容）」「どのよう

な仕方（教育方法）で」「教える（受容能力，才能）」かということのみに傾注し易く，

従って，ともすると教育政策は「教授の効果一学力向上」という偏頗な問題の側面からの

み見られ易い。しかし，このような現象は，政策の本質，その意味を十分に理解し得てい

ない一般にとっては，まさしく不可避の盲点なのである。教育政策の真相は，もっと深く

かつ広範なものであって，実に人間改造から社会改造への軌跡をもつものである。例え

ば，イーストンの文化的規範の創造事例のみを例示しても，教育一文化政策の執行は，深
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く一般の眼の届かない陰微な部分で，シンボルや情報および世論の操作，思想の制御また

は統制，イデオロギーの宣伝などを通して，着実かつ正確に権力の意図する社会的イメー

ジ，つまり政治的文化を形成しており，そしてそのような状況のなかから自然裡に発酵し

てくる「規範」によって社会を制御しながら権力への拡散的支持を育成・発展させ，次い

でそれを固定化して，そのような支持状況のなかで権力への信頼，信念，信仰を確立し，

しかもこのような精神的土壌の上で，真に一般の期待する「学力」というよりは，むしろ

権力にとって好ましい「人格」を作り上げているということが明白であるからである。そ

して，このような人格育成過程の集積は，当然のことながら社会の質を徐々に変えてい

くこともまた明白である。具体的教育は，まさにこのような状況と過程のなかで実践され

ているのである。従って，「教育内容の受容一学力」問題は，実は，それよりも既に先行

する理念の問題，つまり一定の規定された「価値観」に従属しており，それ故にそのよう

な教育内容受容能力の増大は，そのまま内容選択を決定する当該価値によって内面的に形

成されることとなり，政策的に既に規定された特定の人格化が完成することになるという

ことを自覚しなければならない。教育は，まさにこうして，特定の「政治的人間・人格」

を形成しているのである。この理由に基いて，教育政策は，権力によって必然的にその正

当性保障の「技術」として利用され易いということができる。そして，一旦，こうした政

策実現の「技術」によって形成された人格は，まさに「技術的人間」として，無意識のう

ちに再び自己の育成された精神的土壌，すなわち特定の政治的文化・社会の再構成に積極

的に参加し，その結果，さらに土壌と教育の両者間のこのような相関現象を不断に反覆さ

せることになるのである。しかも，この関係は，それに対する何らかの否定的衝撃が強力

に加えられない限り，恐らくは永久に存続し，環流し続けていくことであろう。本稿の冒

頭に，教育政策，さらに正確には，政策過程とその実践のなかに現実の教育の本質と真相

とが徹視されるという仮説を設定した所以である。
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